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１　部局等の長の自己評価 ２　今後の対応方針等

政策部

　政策部における多く業務は、ひとたびアクシデ
ントが発生すると、部内だけでなく全庁的に影響
を及ぼすおそれがあり、その処理に当たっては、
より慎重かつ確実に行う必要がある。
　点検や確認を徹底することにより防ぐことがで
きる事案が多くあることから、基本に立ち返り事
務処理に当たることが求められる。

　各課においては、新年度に向けて、アクシデン
ト事案はもちろんのこと、インシデント事案に関
しても、改めて業務手順を確認するとともに、必
要に応じて、手順書等のマニュアルを作成し、人
事異動等があった場合でも、継続性が確保できる
よう対応することとする。
　また、小さなことであっても、新たなインシデ
ント事案が発生した際には、各課内及び部内の会
議等で情報の共有を図り、アクシデントの発生を
未然に防ぐよう取り組むこととする。

市長公室

　市長公室において発生した事案を確認したとこ
ろ、「法令等順守」、「服務規律等違反」、「ハ
ラスメント」等に該当するアクシデント及びイン
シデントは発生していないものの、「情報管理」
や「信頼される市民対応」に係る事案が見受けら
れました。
　これへの対応や再発防止のために講じた措置
は、いずれも適切であったので、事案の原因と措
置までに至る一連の経過を課内で周知・徹底する
とともに、市長公室内においても情報共有し、再
発防止に努めたいと思います。

　トラブル等に対し、迅速な対応をするために
は、職員が一人で抱え込むことがない、風通しの
良い職場作りが何よりも重要であるため、各課に
おいて定期的な打合せの場面を設け、意見を言い
やすい環境を作るなどの工夫を常に行っていくよ
う指示しました。
　特に、防災課やくらし安全課で想定されるトラ
ブルについては、市民の安心・安全に直結するも
のであるので、職員全員が強い倫理観をもって職
務に当たるよう取り組みます。

財務部

　前例踏襲的な慣れや安易な判断による人為的な
ミスが多く、業務の多忙化等により、職員相互の
連携、協力が不十分な状況が見られる。事務の管
理手法や手続きのマニュアル化を確実に行なうと
ともに、その活用を徹底していく必要がある。
　また、事務の効率化のみに捉われず、潜在的な
リスクの存在を前提とした業務の遂行体制の構築
について、職員の意識の醸成を図ることが必要で
ある。

①期限・時期を定め、事務マニュアルやチェック
リストの整備・見直しを行う。
②事務事業の進行管理について、課内会議等での
担当者からの報告と合わせ、チェックリストの回
覧により、課員全員で進捗状況を確認、情報共有
する。
③アクシデント・インシデントについて、軽易な
ものであっても部内会議での報告を義務付けると
ともに、財務部共有フォルダ内で報告書を管理
し、部内の全職員が情報共有できるようにする。
その際、単に閲覧のみに留まらないものとするた
め、報告されたアクシデント・インシデントにつ
いて、部内各課で対応策の検討を行い、次回部内
会議時に報告する。
④事務分担について、年度当初で想定していな
かった事務量となっていないか、属人的な偏りが
生じていないかなど、四半期ごとに見直しをす
る。

市民部

・市民部は個人情報を扱う業務が多く、その不適
切な対応によっては市民等に不利益を与え、また
危険に至る事件となることも想定されます。
・利用料等の公金の取り扱いにおいても、ルール
に従い安全で適正な管理は言うまでもありませ
ん。
・市民が利用する施設も多く所管しており、あら
ためて安全で安心を第一に運営することを認識し
ました。

・今回取り上げた事案からも業務に対する必要な
法令やルール等の知識の習得は勿論ですが、それ
を具体的に実践していなければ体をなしません。
一般職のみならず、特定職員、臨時的任用職員、
また委託業者も含め、統一的で市民の理解が得や
すい運用を図るため、OJTによるスキルアップや
業務マニュアルの整備等を各課長が具体的に確認
することを部内会議において指示をしました。
・今回のリスク調査ではアクシデント、インシデ
ントの報告においては、既に再発防止の対応を
図っているものの、現状の業務体制、組織上から
陥りやすい事案などについても課内で話し合う機
会を随時持つこととしまし、結果を部内の打ち合
わせ時に報告することとしました。

福祉部

 福祉部には、助成金の交付、保険料の徴収など
市民生活に影響を与える業務が数多くあることを
今一度自覚し、業務にあたる必要がある。

 喫緊に、各課等の長から所属職員に今回、各課
で挙がった事例を情報共有し、再発防止に努め
る。
 職員数が減少し、業務量が増大・煩雑化する
中、文書管理の徹底や職員によるダブルチェック
など基本に立ち返るよう、改めて職員に徹底す
る。

資料２

1 / 4 ページ



１　部局等の長の自己評価 ２　今後の対応方針等

こども健康部

 各課から提出された様式２について、秦野市コ
ンプライアンス推進基本方針及びこれまでの「再
発防止への取組み」を参考に、リスクの最小限化
に向けたリスクマネジメントに焦点を当て、確認
を行った。
 アクシデントはチェック体制が不十分であった
ことに起因するものが多く、基本的なコミュニ
ケーションや事務遂行が欠けていた。
 なお、発生後は、各課において速やかに、
チェック体制を立て直し、再発防止に努めること
ができた。
また、インシデントについても、それぞれに措置
を講じ、再発防止に努めることができた。

 年度を通じて、チェック体制を再確認してい
く。
 特に年度当初において、人事異動等により事務
担当者の交代がある場合は、チェック体制の維持
についても事務引継ぎをしっかりと行うととも
に、管理職において徹底するよう部内会議におい
て確認した。
 また、アクシデントが発生した場合は、速やか
な報告と迅速な対処を講じるように確認した。

環境産業部

 リスクの最小限化に向け、法令等に基づき事務
を執行するとともに、マニュアル等についても未
整備のものは整備し対応しているが、マニュアル
等が整備されていたとしても、その事務について
は、職員等の経験により処理されることが多々あ
ることや引継ぎ等が十分になされないために、発
生するリスクが存在することが認識された。

 複数人によるチェック体制の強化や声かけはも
ちろんのこと、担当だけでなく、課として風通し
のよい職場に努めることにより、リスクの最小限
化に繋がるものと考える。
　また、リスクを伴う事務や作業を行う場合は、
事前の打ち合わせを必ず行い、そこにどのような
リスクが存在するのか担当全員が共通認識を持つ
よう心がける。

建設部

・設計積算に関することは、単純なミスから大き
な問題に発展してしまうケースもあることから、
常に危機感を持って設計業務を行う必要がある。
・地権者との交渉や苦情者との立合い等について
は、いろいろな性格の市民等と接しなければなら
ず、その場での判断を求められることもあるた
め、経験を積む必要のある部署でもあり、短時間
での能力の向上は難しいと考える。

・設計業務については、常に危機感を持って行う
こととし、疑問や不明な点があれば一人で悩まず
に先輩職員に相談し、課内や班内で会議を開き話
し合いを持つことにより、設計を行う時間の短縮
を図り、余裕をもってチェックを行えるようにす
る。
・地権者との交渉や苦情者との立会い等について
は、特に若い職員や経験の浅い職員は、一人で接
するのではなく、先輩職員に同行してもらい、ア
ドバイスを受けながら対応することで、能力の向
上を図る。
・各担当では、最低週1回の朝礼やミーティング
を行い、班員それぞれが仕事の内容や進捗状況を
把握し、意見交換などを行い風通しの良い職場環
境を作る。

都市部

全体的には、「急いで行う」、「確認不足」、
「思い込み」、「整理整頓の不足」などの事案が
発生し、再確認、ダブルチェック及び気を配る習
慣の取組の報告があった。
自分の対応能力を超えての対応の実態は、定義と
されている法令遵守、正しい行動、組織のルール
に対し影響を及ぼし、後々に大きなアクシデント
として帰ってくることが確認された。
特に目立った点では、アクシデントがあり、業務
プロセスの管理不足や不十分な説明による相手側
の認識の違い、更には不当要求行為等への適切な
対応について発生しており、改めて市民をはじ
め、業者などへの相手の立場で考え、かつ丁寧な
対応の大切さを実感したところである。

日頃、ミスと感じないような些細な異常を適宜職
員同士で気を配り、指摘及び確認をするための定
期的な話し合いの場を持ち、これを継続するよ
う、今後の課内会議等においては自己評価の項目
を取り上げて実施する。
　また、交通安全の徹底に努めていく。

会計課

　会計課における、伝票処理は収入・支出合わせ
て毎月何千件にも及ぶ。それをすべて人の眼で審
査しなくてはならず、１００％ミスがないとは言
い切れない。
 しかし、出納事務におけるミスは許されない。
集中力の維持と複眼による処理が重要である。

　審査・支払・収入等の出納事務には、極力、集
中力をもって望むことが需要であるが、集中力を
維持するため、時間内でも程度な休憩をとり、リ
フレッシュが必要で、さらに誤りがあるという前
提で審査に当たることが重要と考える。
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上下水道局

　上下水道局においては、過去に「下水道事業債
の過大借入れ」、「公共下水道汚水の誤接続」、
「公共下水道使用料の賦課漏れ」及び「工事の施
工管理等に係る不適切な事務処理」の事案を発生
させたが、平成２９年度においても、局内各課
で、様々なリスクが発生し、中には市民生活に直
結する事案もあった。
　上下水道局は平成２８年度に組織統合し、これ
に関する様々な規程を改正してきたが、この度、
規程の再度の確認をした際、旧組織の規程が存在
していることがわかった。また、事務を執行する
に当たってのマニュアルや手順書がないため、
誤った報告書等を作成する恐れがあることもわ
かった。
　そのほか、職員の高所作業時や有毒ガスの滞留
が疑われる場所での安全管理が徹底されていない
など、リスクマネジメントが十分でないことを認
識した。
　今後、局内の管理職職員による局内会議及び課
内ミーティングを定期的に開催し、リスクに関す
る情報共有を図る必要がある。

・旧組織の「水道局公金取扱要綱」及び「水道事
業広告取扱実施要綱」については、経営総務課が
年度内に要綱改正をする。
・予算書の損益計算書と貸借対照表のシステム入
力等については、経営総務課において、早急に確
認及び入力手順書を作成する。
・局内の管理職職員による局内会議及び課内ミー
ティングを定期的に行い、リスクについて情報共
有する。
・交通安全については、常に職員間の声掛けを行
う。

議会事務局

　法令等に抵触するような事務上のミスはない
が、担当者レベルで処理している業務でのミスが
目立つことから、事務を執行する前に担当者間で
確認しあい、必要に応じて管理職へ確認を行う必
要がある。

　担当者が自身の仕事を正確に遂行するととも
に、管理職が業務の進行状況を把握し、事務が煩
雑とならないよう事務の進行管理を行い、常に管
理職と担当とが情報を共有する機会を朝礼の実施
時などに行うよう改める。

農業委員会
事務局

　通知等については、内容の複数チェックを基本
とし、事務処理ミスがないように努めるととも
に、リスクの管理体制の整備を行っている。

　引き続き、法令遵守に努め、事務事業の確認や
情報共有等をとおし、予見されるリスクの解消、
軽減に努める。

監査事務局

　決算審査意見書は、市長部局等が当該年度の決
算について議会の認定を受ける際に必要な書類で
あり、決算認定手続きにおいて重要な役割を担っ
ている。
　また、意見書はホームページにおいて公表して
いることから本市監査の信頼性を確保するために
も正確性が要求されると考える。
　意見書作成に当たっては、複数人による複数回
の確認作業を行っているが、人的、時間的制約か
ら確認作業には限界があり、限られた人員、時間
の中で効率的かつ正確な確認作業を行う必要があ
る。

　確認作業について、確認者、確認日、確認箇所
及び修正箇所を明確にする。
　また、データを常に更新していくが、前データ
も残っていることから、常に最新のデータから更
新するよう使用データを明確にする。
　さらに決算審査全体を通じて時間に余裕が持て
るよう、審査事務の効率化を図っていく。

選挙管理委員会
事務局

　投票所入場券のアクシデントに関して、市民へ
の発送前に気付き、迅速かつ正確に対応すること
で投票そのものに影響を及ぼさなかったことは評
価できるが、不要なコストを要したことは事実で
あり、あってはならないミスであった。

　投票受付システムから投票所入場券を印刷する
ときは、初期段階で選挙人名簿と照合することに
ついて、担当者だけでなく局長又は局長代理も行
い、複数の職員により確認作業を実施することと
した。

教育部

　平成２９年度においては、各部署においてアク
シデントやインシデントの事例があったが、それ
ぞれの事案について必要な対応が図られたものと
考える。
教育部においては、幼稚園保育料や就学援助に関
する事務をはじめとして、園児・児童生徒等に関
する数多くの個人情報を取り扱っているため、事
務処理マニュアルの策定や申請書類等の管理を適
切に行う必要がある。
　また、いじめ問題や学校における事件・事故に
ついては、対応の遅れが重大事件・事故のつなが
る恐れがあることから、初動期や各段階でとるべ
き対応について、各職場間で共有を図るととも
に、教育委員会と学校現場との連携体制を密にす
る必要がある。
　施設の老朽化が進んでいることから、管理瑕疵
責任に問われないよう日頃からの点検業務に努め
るとともに、必要な法定点検等に漏れがないよ
う、制度改正等の情報収集に努めるとともに、部
署内において適切な対応方法の検討及び共有を図
る必要がある。

　年度末・年度初めという機会を捉え、まずは、
各課等において机上をはじめ、職場内の整理整
頓、公文書の適正管理を行うとともに、事務分担
等の打合せ時を活用し、課長から各々が担う職務
の重要性や必要な対応等についての基本的事項の
説明を行う。
　また、管理職が中心となって、上四半期中にマ
ニュアルの内容を再確認し、必要な見直し等を行
うこととする。
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消防本部

　各課から上げられたリスクの大半は、法令等の
理解不足やチェック体制の不確立、職員の危機意
識の低下によって起きている。各職員が法令等を
十分に熟知し、高い倫理観を持って職務を遂行す
ることはもちろんであるが、業務の担当者だけで
はなく、複数でのチェック体制を確立していくこ
とでリスクを減らしていくことができると考え
る。
　また職員一人ひとりがリスク管理の意識を深め
る必要があることから、定期的にコンプライアン
スについて話し合いを設ける必要がある。

　年度当初に消防本部内で行われる課長級以上の
会議の場で、コンプライアンス基本方針に基づ
き、今までに上げられているインシデント及びア
クシデントを確認し、その対応策をまとめ、その
内容を各所属職員に周知するようにする。
　これとともに、コンプライアンス基本方針にあ
るハラスメントの問題については、消防行政にお
いて国を上げて防止対策が進められている。今後
においては要綱等の制定、相談窓口の設置を行
い、ハラスメントの防止に努めるとともに、相談
窓口におく相談員の養成のため職員を研修へ派遣
し、適切にハラスメント事案に対応できるように
していく。また、職員のハラスメントへの意識向
上を図るため、外部講師を招きハラスメント研修
会を開催する。
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